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第１ 本準備書面の要旨 

原子力規制委員会が定めた「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」(甲

１１７、以下本準備書面においては「地震ガイド」という。)の 3.2.3⑵項（甲１１

７、３頁）では、下記のとおり、基準地震動の策定に際して使用される経験式につ

いて、経験式が有するばらつきが考慮される必要があることが明記されている。（下

線部は、原告ら代理人が記載。） 

記 

 

（２）震源モデルの長さ又は面積、あるいは１回の活動による変位量と地震規模を

関連づける経験式を用いて地震規模を設定する場合には、経験式の適用範囲が十分

に検討されていることを確認する。その際、経験式は平均値としての地震規模を与

えるものであることから、経験式が有するばらつきも考慮されている必要がある。 

 

この経験式のばらつきに関する地震ガイドの規定は、地震ガイドの 3.3.3項でい

う「不確かさの考慮」とは別の規制である。 

被告の地震動評価においては、地震ガイド 3.3.3項が規制する不確かさについて

は不十分ながら考慮しているものの、地震ガイド 3.2.3⑵項が要求する経験式が有

するばらつきについては一切考慮されていない。 

したがって、被告が行った地震動評価及びこれを前提とする伊方３号炉に対する

原子力規制委員会の審査は、地震ガイドに反するものであり、原子力規制委員会が

行った伊方３号炉に対する審査には、その審査の過程において重大な過誤欠落があ

る。 
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第２ 経験式は地震の平均像を示すものに過ぎないこと 

１ 乙 D３５によれば、被告は、震源を特定して策定する地震動の策定における検

討用地震動の選定に際して、中央構造線断層帯に関する基本震源モデルのパラメ

ーター設定に用いる経験式について、入倉・三宅（２００１）、壇ほか（２０１

１）、FujiiandMatsu'ura(２０００)の経験式を使用している。 

２ これらの被告が基準地震動策定に際して適用した経験式は、いずれも過去の地

震動のデータから導かれたものであり、過去の地震の平均像を示すものである。 

経験式が平均像を示すものに過ぎないものであることについては、前記の通り

地震ガイドの 3.2.3⑵項で、「経験式は平均値としての地震規模を与えるものであ

ること」が明確に指摘されていることから、議論の余地は無い。 

３ 甲４２８号証は、代表的な経験式である入倉・三宅（２００１）を策定した入

倉孝次郎京都大学名誉教授が、愛媛新聞の取材に対し、「基準地震動は計算で出

た一番大きな揺れの値のように思われることがあるが、そうではない。（中略）私

は科学的な式を使って計算方法を提案してきたが、これは平均像を求めるもの。

平均からずれた地震はいくらでもあり、観測そのものが間違っていることもあ

る。」と発言している。 

この発言からも、入倉・三宅（２００１）等の経験式を用いて算定される地震

動の数値は、決して想定される「一番大きな揺れの値」ではなく、「平均像を求め

るもの。」に過ぎず、「平均からずれた地震はいくらでもあ」るものであることは

明らかである。 
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４ 経験式が有する「ばらつき」の具体例 

入倉・三宅（2001）（甲６６７）を例にとって、平均値からのばらつきの状況に

ついて、具体的に主張する。 

次の図は、入倉・三宅(2001)（甲６６７、８５８頁）の図 7である。これによ

れば、入倉三宅式に基づいて算出された平均値（表中の破線で示されている）と、

丸印の各データの間に、ばらつきが生じていることは明らかである。 

 

 

 

この図において、Somerville ほかの式はその基になったデータセット(データ

集合)の平均値として導かれており、その上下(真中の黒線が Somerville et al 

で、それに平行して上下になる位置に倍・半分の実線が記入されている。この倍

半分を示す実線は、厳密に言うとグラフの縦軸（震源断層面積）との関係での倍

半分の線であり、横軸（M₀）との関係では、グラフが縦軸２に対して横軸３の割

合で傾斜していることからすれば、縦軸（震源断層面積）の関係で平均値から半
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分を示す実線は、横軸（M₀）との関係では平均値から３倍を示す実線であること

を意味する（下図参照、入倉・三宅(2001)（甲６６７、８５８頁）の図 7一部を

拡大し、色つき部分は原告ら代理人が記入したもの）。 

 

 

上記の図によれば、平均値から３倍の M₀のデータを示す線に近接する位置に

観測データが多数存在しており、３倍まで平均値からかい離している大きな M₀

の地震が発生する可能性が十分に高いことを示している。 

さらにいえば、３倍を示す実線を超える位置にも複数のデータが存在しており、

同じ断層面積で、破線で示された入倉・三宅（２００１）が示す平均値の４倍な

いしそれを超えるＭ₀を示すデータが複数存在している。次頁の図の赤矢印で示

したデータである。 
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入倉・三宅(2001)（甲６６７、８５８頁）の図 7に対し、赤矢印を原告ら代理

人が記入した。 

 

 

地震に関するデータは決して多くは無く、入倉・三宅（２００１）が前提とし

ているデータ数はそれほど多数ではないが、その中においても、平均値の４倍以

上かい離するデータが複数存在することは銘記されるべきである。 

５ 以上からすれば、万が一にも事故を発生させてはならない原子力発電所の基準

地震動を、４で示したばらつきが認められるにもかかわらず、経験式によって算

出された平均値そのものの数値を基に基準地震動を策定することには合理性が

無いことは明らかであるから、地震ガイドにおいては、前記の通り、「経験式が有

するばらつきも考慮されている必要がある。」と規定されたのである。 

 

第３ 地震ガイド 3.2.3⑵項第２文の意味について 

１ 第２を前提とすれば、地震ガイド 3.2.3⑵項第 2 文中の「その際、経験式が有

するばらつきも考慮されている必要がある。」とは、将来起きる地震は、過去の平

均値以下のものとは限られず、平均値を超える地震が生じる可能性があることを

考慮し、経験式を用いて地震規模を設定する場合、生じ得る地震の規模について、

平均値と観測データとの間のかい離を考慮した上で基準地震動を設定しなけれ
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ばならないことを要求している。 

端的に言えば、経験式から導かれる平均値に対し、さらに経験式のばらつきを

考慮した、より大きい地震規模を設定することを求めているのである。  

２ 福島第１原発事故発生前である 2010 年(平成 22 年)12 月 20 日付で当時の原子

力安全委員会が承認作成した「発電用原子炉施設の耐震安全性に関する安全審査

の手引き」（以下、旧審査手引きという。）における、震源断層モデルの地震規模

を算出する経験式に関する規定は、以下の通りであった（甲 668､13頁）。 

 

 

 

これに対し、福島第１原発事故発生後である 2013 年(平成 25 年)6 月 19 日 付

の「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」（地震ガイド）の経験式に関

する規定は下記のとおりである（甲 117、3頁）。 

 

 

 

すなわち、福島第１原発事故前の旧審査手引き（甲 668）においても、現行の

地震ガイドの第１文（「震源モデルの長さ又は面積、あるいは１回の活動による

変位量と地震規模を関連づける経験式を用いて地震規模を設定する場合には、経

験式の適用範囲が十分に検討されていることを確認する」）と同一の規定は存在

していたのに対して、福島第１原発事故前の旧審査手引き（甲 668）においては、

現行の地震ガイドの経験式に関する規定の第２文（「その際、経験式は平均値と
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しての地震規模を与えるものであることから、経験式が有するばらつきも考慮さ

れている必要がある。」）の規定は存在しておらず、現行の地震ガイドの第２文の

規定は、福島第１原発事故後に新設追加されたものである。 

３ ２記載の、地震ガイドの第２文の新設追加は、東日本大震災と福島第１原発事

故の発生を契機として行われたものである。 

２０１１年３月１１日に発生した東日本震災により、その当時の基準地震動が

６００ガルであった福島第１原発では、基準地震動を超える６７５ガルの地震動

が観測された。また、女川原発の当時の基準地震動は５８０ガルであったが、東

日本大震災の際に観測された地震動は６３６ガルであった。 

また、マグニチュードの点では、福島第１原発の６００ガルの基準地震動の前

提となっていた震源モデルはマグニチュード７．９として設定されていたが、実

際の東日本大震災の際に観測された数値はマグニチュード９であった。 

現行の地震ガイドの経験式に関する規定の第２文は、東日本大震災において、

福島第１原発、女川原発で、実際に基準地震動を超過する地震動が観測されたこ

と、基準地震動の前提となった震源モデルにおいて想定したマグニチュードの設

定を大幅に超える地震動が発生したことを教訓として、新設追加されたものであ

る。 

以上を踏まえれば、福島第１原発事故発生後の 2013 年(平成 25 年)6 月 19 日 

に、地震ガイド 3.2.3(2)に第 2 文の経験式のばらつきを考慮すべき条項が新設

追加された意味は決して軽視されてはならない。この第２文の追加は、東日本大

震災と福島第１原発事故に対する痛切な反省と教訓を踏まえたものである。 

福島第１原発事故を二度と繰り返してはならないという前提に立つのであれ

ば、この第２文は厳格に適用されなければならず、これを無視して、原発の再稼

働をすることは許されない。 

４ では、経験式が示す平均値と観測データとの間のかい離を考慮して、どの程度

の大きさの地震規模を想定すべきであろうか。 
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第２、４において詳述した通り、同じ断層面積で、破線で示された入倉・三宅

（２００１）の式が示す平均値の４倍ないしそれを超える地震モーメントＭ₀を

示すデータが複数存在しており、これは正規分布を仮定した標準偏差の 2倍の＋

２σに概ね相当するものである。原発事故は万が一にも発生してはならないとい

う前提に立つ以上、少なくとも平均値から＋２σ程度の大きさの地震を想定すべ

きである。 

５ 原告ら準備書面(７６)２７頁以下及び原告ら準備書面(８４)９頁で主張して

いるように、原子力規制委員会が現在策定中の震源を特定せず策定する地震動の

標準応答スペクトルは、非超過確率９７．７％(正規分布において＋２σに相当

する)で策定されている(甲５３７・２３/５３頁)。 

そうであれば、震源を特定して策定される地震動でも、せめて＋２σで策定さ

れるべきである。その場合、被告が策定した基準地震動６５０ガルは、その２．

６７倍（４／１．５）の約１７００ガルとなる。 

６ いずれにしても、地震ガイド 3.2.3(2)は、経験式によって導かれた平均値に対

して、当該経験式の基礎となった観測データと平均値とのかい離状況を検討した

上で、一定の数値の上乗せをすることを要求しているものであり、何の上乗せも

しないまま平均値として算出された数値その物を使用して基準地震動を策定す

ることは許されない。 

しかるに、被告は、伊方原発３号炉の基準地震動の策定に際して使用した経験

式について、その経験式の前提となった観測データと平均値とのかい離状況を検

討・考慮して、標準偏差、＋２σ、倍半分、既往最大等の観点から地震規模の数

値を上乗せすることは一切行っておらず、平均値の数値をそのまま使用して基準

地震動を策定しており、このような方法による基準地震動の策定は地震ガイド

3.2.3⑵項第２文に違反している。 
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第４ ばらつきの考慮と不確かさの考慮は異なるものであること 

１ 確かに、被告は基準地震動の策定に際して、複数箇所において不十分ながら「不

確かさ」を考慮している。被告は、「不確かさ」の考慮をしていることから、保守

的に基準地震動を設定しており、それによってばらつきを考慮することに代えら

れると反論することが想定される。 

しかし、以下に詳述するように、現行の地震ガイドにおいては、不確かさの考

慮と、経験式のばらつきの考慮とは別次元の問題であり、不確かさの考慮を行っ

たことによって、ばらつきの考慮がされたことに代替されることはない。 

２ そもそも、地震ガイドが「不確かさの考慮」と、「ばらつきの考慮」とを別のも

のとして位置付けている。 

このことは、地震ガイドの目次（甲１１７号証ⅰ頁）において、地震ガイドの

「3.2.3(2)」のばらつきの考慮と、「3.3.3」の不確かさの考慮は、別の項目とし

て位置づけられていることから、明らかである。 

仮に、地震ガイド「3.3.3」に定める不確かさの考慮を行うことによって、ばら

つきの考慮も行ったことに代替することができることを前提にしているのであ

れば、地震ガイドには不確かさの考慮だけを規定すれば足りるのであり、それと

は別にばらつきの考慮に関する「3.2.3(2)」規定を設ける必要は無い。 

それにもかかわらず、地震ガイドが、不確かさの考慮に関する規定「3.3.3」と

は別に、ばらつきの考慮に関する規定「3.2.3(2)」を設けたのは、前者によって

は後者を代替することができないということを前提にしているものと解釈すべ

きである。 

３ 不確かさの考慮を行ったことによって、ばらつきの考慮がされたことに代替さ

れることはないものであることは、以下に述べるように、現行の地震ガイド（甲

117）と、旧審査手引き（甲 668）における、不確かさの考慮に関する規定の比較

からも明らかである。 
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旧審査手引き１．２．⑶（甲６６８、１６頁）においては、以下の規定がされ

ていた。 

 

すなわち、旧審査手引きにおいては「不確かさ（ばらつき）の考慮」という項

目の下に、不確かさとばらつきが明確に区別されないままの規定となっていた。 

これに対し、現行の地震ガイドの不確かさの考慮に関する規定（甲 117 号証、

6頁以下）は、以下の通りである。 
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現行の地震ガイドにおいては、「3.3.3不確かさの考慮」という項目となり、旧

審査手引きに存在した「不確かさ（ばらつき）」という下線部分の記載は削除され

た。そして、現行の地震ガイドにおいては、「3.3.3 不確かさの考慮」とは別に、

ばらつきについて本準備書面第３、２において詳述した、地震ガイド 3.2.3⑵項

第２文を新設追加したのである。 

このように、現行の地震ガイドにおいては、不確かさの考慮の問題と、経験式

が示す平均値からのばらつきの考慮の問題は明確に区別され、それぞれ別の項目

として審査すべきことが規定されたのである。そうである以上、いくら「不確か

さ」を考慮したとしても、それによって、「ばらつき」の考慮がされたことに代替

されることはない。 

４ さらに付言すれば、先に示したとおり、現行の地震ガイドの不確かさの考慮に

関する規定は、旧審査手引きの不確かさに関する規定と比較しても、分量が増加

し、「必要に応じた不確かさの組み合わせによる適切な考慮」を求めていること

等の諸点で詳細な規定に改訂されている。その意味で、旧審査手引きよりも、現

行の地震ガイドの規定が、不確かさについてより保守的な審査を行うことを求め

るものに改定されている。 

しかし、現行の地震ガイドは、不確かさについて詳細な規定を新設することと

は別に、3.2.3⑵項第２文を新設追加したのである。これは、不確かさについて如

何に複数の不確かさを組み合わせた考慮をする等の保守的な審査をしたとして

も、それによって経験式が示す平均値からのばらつきの考慮の問題を解消するこ

とはできないこと前提にしている。仮に、十分に不確かさを考慮すれば、ばらつ

きの考慮をする必要がないのであれば、3.2.3⑵項第２文を新設追加した意味は

無いものとなってしまう。 

 

第５ 大阪地裁大飯原発３・４号機設置許可取消事件判決 

大阪地裁大飯原発３・４号機設置許可取消事件判決（甲６６６）は、関西電力が
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大飯原発３・４号機の基準地震動を策定するに際して、「地震調査結果等に基づき

設定した震源断層面積を入倉・三宅式に当てはめて計算された地震モーメントをそ

のまま震源モデルにおける地震モーメントの値としたものであり、例えば、入倉・

三宅式が経験式として有するばらつきを考慮するために、その基礎となったデータ

セットの標準偏差分を加味するなどの方法により、実際に発生する地震の地震モー

メントが平均値より大きい方向にかい離する可能性を考慮して地震モーメントを

設定する必要があるか否かということ自体を検討しておらず、現に、そのような設

定（上乗せ）をしなかったものである。」と認定し、原子力規制委員会の審査が、地

震ガイドの「3.2.3(2)」に違反していることを理由に、設置変更許可を取り消した

ものである。 

伊方原発３号炉においても、前記の通り、地震ガイドの「3.2.3(2)」の経験式の

ばらつきに対する考慮はされていないのであるから、伊方３号炉に対する審査の過

程において重大な過誤・欠落があるがあることは明らかであり、伊方３号炉の運転

は直ちに停止されるべきである。 

以上 


